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業鋳に農学の進歩には役立つ

た。ロース等は厩肥，アンモニ

ア及び硝酸，燐酸，加里等を配

合施用することが適当なことを

試験して主張したので，実行的

常識的であった。英国農業は19

世紀中葉まで世界の模範であっ

て，独逸農学者はその知識を英

国にえて，それを大陸に伝える

ために学問化したといえる。し

かし英国農業はその後新大陸農

産物輸入のために圧倒された。

　本邦自学が輪作の議論を今く

りかえすとすれば英独より百年

遅れとなる。　（昭和35年3月）

貿易の自由化
と農産物

東 弘

　（1）わが国の貿易自由化機

運は，咋秋の王MF総会および

ガット東京総会の前後から，急

激にたかまってきた。その以前

からあった日黍の対米出超に対

する米大使や商務長官などの強

硬申入れのあった対ドル地域差

別10品臼（大豆など）の差別撤

廃問題がこれに拍車をかけた。

　IMFやガットの精神から見

ても，資源に乏しく人口の多い

わが国の今後の経済発展が，貿

易の拡大を不可欠の要件として

いることに疑いはないとして

も，貿易の自由化が実として馳

け走でやって来た感じのするの

も当然といえるQ

　米国は例外として，高い自由

化率をほこっている西欧：諸睡

にしても，1948年のOE£C結

成，1949年7月のOEEC理集
会の西欧諸国間の自由化提案以

来，まさに10年にあまる費重な

経験実績をつみ上げてきている

ことを忘1れてはなるまい。

　わが圏の翰入制限は，飼際収

支上の理由からガット規程（12

条）によって認められているQ

しかし昨年末のわが外貨保有高

は，13．2億円に達し，；本年もま

た順調な国際収支をつづけて

いる。王MFは，1957年西独，

重％9年イタリアに対し，國際収

支上，輸入制限の理由なしと判

定し，速かに翰入手隈を撤廃す

べきことを要求した。次はわが

瞬というのが内外ともに一致し

た観測のようである。現に先頃

来購した王MFの調査団が，離

1＝iにあたり，輸入単眼の緩和な

いし廃止について日本軍麿の努

力の乏しいことを不満とする発

雷をしたが，工MF理蜘会の最

終結論が気になる次第である。

　王MFから輸入制限の撤発を

勧告されると，ガットの茄盟圏

には速かにその勧告に従う義務

がある。もちろんガットの規程

には，農水産物のような一次産

品について例外規定（11条）や，

廃止までの経過措置規定（ハー

ド・コア・ウエイバーおよび

内25条5項のウエイバー）があっ

て，脆弱な農水無業を保護し，

あるいは急激な国際競争にさら

すことをさけ，徐々に計画的に

今入制限を撤廃できるようにな

っている。

　わが国の自幽化については，

企画庁が6月に「貿易為易自

由化計画大綱」を発表している

が，それによると商品別に自由

化の実施期間をおいて，計画酌

ラ多

に翰入丹田を緩和ないし廃1鏑こ

もって行こうとしている。この

案の実施についてはなお検討さ

れ，作業がつづけられているも

ののようであるが，IMFから

勧告が出て，ガットの例外規定

や経過規定にどのように乗ぜる

か，自由化計画リストの作成な

ど大変な下家である。

　（週）　この場含，1957年にI

MFから国際収支上輸入制限の

理由なしと勧告された西独の例

が良い参考になると思う。

　12匝総会で，西独は次の理幽

によって，輸入の自由化も，ウ

ェイバーを要求する意志もない

ことを明らかに＝した。

α）IMFは西独に対し為替制

限を行う理撫なし，と制定した

が，単独のドル不足は依然つづ

いていることQ

（2｝農産物については，α）マー

ケテング，ローはマンダトリー

（拘束的）な法であるので・ガ

ットが暫定適胴を行っている現

姦，これに基く輸入制限は含法

酌な措置であること，（の農産物

に逸するガットの規定は現実に

則していないこと，の多くの国

に1おいても農産物について特別

の措概を行っていること◎

〔3）ガットのウエイバーは短期

酌なものであり，輸入制限は何

時撤廃できるか，見通しが園難

であること。

（4）工業品について

（省略）

　これに対し米・カナダをはじ

め総会の大勢は

（1）マーケティング・ローに基

く輸入制限はガットに違反する

こと。

（2｝西独の野趣制限は，他の舶



盟国の利益を害し，ガットの甲

唄達成を阻害すること。

癒どを門歯として，これに反

論を茄え，結論として，西独の

主張は受け入れがたいから速か

に輸入制限の撤廃を要墓する。

もしこれが不可能な時には，ウ

エイバーを求めるべきであると

いうことになった。

　13剛総会で西独は5つのジス

トからなる自由化計画表を提出

したが，600以上の制隈品際を

残していたので，閾係國の不満

が強く，閣係諸国と繭独との協

議がつづけられ，第鰻厩総会で

はげしい討論を重ねた結果，よ

うやく妥結をみた。（別表参照）

西独が自慮化しない最匿（襲産

物関係，主なもの）

　1　マーケティング・ロー物

資でないもの（72贔膳）

　プロセスチーズ・牛乳および

クリーム（コソデス，加糖）鶏野iら

馬鈴薯（種子用，スターチ用以

外）ポテト粉，果実（冷凍，砂

糖漬）果実缶諮（5キロ以下，

パイン，かんきつを除く）

　2　マーケティング・ロー物

資（109品囲）

ω　酪農品および潜産品：牛，

　豚，羊肉とその加工品，牛乳，

　バター

（口）穀物：麦類およびその粉，

　メイズ，米粉

をう　油脂：植物油脂，鯨油，魚

　油，マーガリン，その他

⇔　砂糖：てん菜糖，甘しよ糖

　およびその加工晶，糖蜜その

　他

　（ID　この西独の働をみる

と，わが政府が食糧管理特別会

計の米愛，農産物価格安定法の

なたね，でん甥類，酪農振興法

による平野晶などを，わが自滋

化計画案の「自由化の嗣難なグ

ループ」に入れているのはわか

るが，雑：豆はどんな根拠でこの

中に入れてあるのだろうか，ち

よつと理由がつかめないQ

　今年2月のガット貿易拡大第

2委員会のコソサルテーシヨソ

で沓圏代表が説明した農業保護

の理由を見ると，米・英・仏・

伊などの主張に比べ，日本のα〉

農業と工業のディスパリティが

ひどいこと，（ロ）農業規模が零継

であること（単位当りの耕地は

フランスの1／10）　の雇傭水準は

西欧諸国よりはるかに低いこと

などにより妥当性がある。こん

なところがら計換毛がかなり高

姿勢で生れたものと思うが，ガ

ッ，ト総会での承認は，いろいろ

腹雑デリケートな要素が入りま

じるのでなかなか容易ではある

まい。

　（IV）　輸入制限の例外，経過

規定と平行して，麟産保護の役

割を果すのは関税である。わが

国の関税制度は，自由化時代に

そわない点が多いので，数府は

自認懸i命の努力をその改訂に注

いでいるが，ガット加盟國とし

てのわが圏は，すでに多くの品

則276税馴をガットに譲許して

いるので，その改訂には19力闘

におよぶ相手国との交渉が必要

になる。たとえば，対ドル地域

差別の大豆の自由化による国産

大豆保護のための財源として，

関税率10％を13％に上げる案が

匿下検討されているが，大豆は

ガットの譲許品罵であるから，

その引上げには米国をはじめ関

係国との折衝がいる¢大豆を引

上げる代りにわが輸出品に対す

る先方の関税を上げるか，ある

いは先方よりの翰入晶の関税を

下げなければならぬことにな

る。この折爾が相手国が多いの

で大変なことである。

　（V）　わが国の農産物のよう

な臣引祭鏡争力の弱い商品の保護

は，貿易自由化の時代になると

まことに隅難な問題になる。前

述したようにガットの例外規定

や経済規定によって必要止むを

えないものについては，最長5

年を限って輪入制限を認められ

るとしても，いつまでも輸入

制限をつづけるわけには行かな

い。

　計画案で自由化躍難なものに

なっている雑豆のごときは，輸

入豆と国産鷲とのプール機関を

つくって解決する方法もある。

もちろん，こんな一時魔羅便窟

的な対策よりは，櫓縄の生産性

の向上をはかって，国際競争力

を養う本質的な対策が望まし

い。　しかし政麿は，雑豆につい

ては，なんらの生産性向上㊧

手を打っていない．　（あのやか

ましい大豆，なたねにわずか

2，000万円（～）四竃，　本年度をよじ

めて，優良贔種の育成に予：算化

されている）私はこの半年ほど

豆類振興基金（単独立法）を設

けて，大豆・雑豆の抄入関税，

リンクの調整金などを財源とし

て，大規模な優良品種の育成，

肥培管理の倉理化，流通過握の

整鵬，加工の高度化などを行う

べきことを提唱している。この

位のことをしなければ，安い輔

入大豆（イリノイもの，2，760円

60駄，東京現物8月17日）に大

刀打ちする門門大豆（秋川，

3，500円に下町）はできないな

う3



いし，手亡がロンドンやハンブ

ルグの市場で，アメリカのピー

ど一ン，チリーのアローズ，ダ

ニユービアソビーンなどとの競

争はとて電できない。

　しかし農業の生産性の向上は

冨うは易く行うは難しい。それ

には莫大な金がいるが，手段方

法がないわけでないことは上述

の通りである。必要なのは蛮勇

である。

農業生産のトレ

ンド分析から
拾う　　　一

高鴫　正彦

　私は北海道畳業の生産動態に

興味をもつていて，自分なりに

生産欝指数をつくってその実態

を調べてみた。1914年～1956年

の間についてみれば，北海道の

農業生産は1945・1946年頃を境

にして，循環の新しい過程に入

ったようである。1945・拶46年と

いえば終戦時にあたるのだが農

業生産数董指数を縦軸に年次を

横軸にとって農業生産のトレン

ドを画いてみると，戦後のトレ

ンドは戦前のトレンドからみて

かなり右下にシフト（Shift）し

ている。農業生産iのトレンドを

示す曲線は右上りの曲線であ

る。これが右下にシフトしたと

いうことは，生産：水準が低下し

たことを意味する。

　アメリカの農業経済学会長

（1960年度）でもあるミネソタ大

学のコクラン（W。WCochrane）

教授はウイルコツクス氏（W．W

54

Wilcox）との共著£conomics

of　American　Agrlculture）

「アメリカ農業の経済学」　（仮

痘）で，1910年以降のアメリ

カの農業生産の動きを紹介して

いる。これによるとアメリカで

は1936年から1944年の間に，食

糧農産物総生産曲線が大きく右

にドリフト（Drift）している。こ

れはアメリカでは農業生産が，

1936～1944年の時期に，循環の

新しい過程に入ったことを示す

であろう。コクラン教授は更に

私が北海道の農業生産のトレン

ドをみたと同様の方法即ち農業

生薩量指数を縦軸に年次を横軸

にとって，食糧農産物総生産111i

線が大きく右にドリフトする以

前と以後での，アメリカの農業

生産のトレンドの変化を追求し

ているが，これをみると，1945年

以降のトレンドは1944年以前の

トレンド即ちコクラン教授のい

わゆるPrewar　trend（戦前の

トレンド）からかけ離れ，はっ

きりと，右上方にシフトしてい

る。いうまでもなく生湿のトレ

ンドを示す曲線の右上方えのシ

フトは生燵i力水準の上昇を意味

する。

　アメジカと北海道では，襲業

生産の条件も違えばその機構も

同じではない。だから，アメリ

カの経験がそのまま北海道農業

にあてはまるとは考えない。し

かし，アメリカの農業生産で

1936年～1944年セこ起つiた華云換

は，戦後復興しつつあるとはい

いながらトレンドとしてみると

戦前の水準以下に停曝している

北海道の農業生産の今後の方向

について考える場合の有益な資

料となるように思う。

　私は今年の夏まで約一年をア

メリカで過した。その際にえた

見聞では1936年～1944年の転換

は薪技術を農業経営に導入する

条件がこの時期に成熟したこと

によっている。周知のようにア

メリカでは既に1936年に到る以

前に新しいアイデヤは生れてい

た。しかし1920年忌の終りから

1930年代の初期にあっては，ア

メリカ農業は恐慌下に，あって，

農民の経済力は極度に低下し，

摂しいアイデャを経営に採り入

れる可能性をもたなかった。燕

技術の導入なくして経営革薪は

なく，経営革新なくして生産の

飛躍はない。ところがig36年～

汐騒年になって，アメリカ農民

は薪技術を導入しうるいくつか

の条件に恵まれた。i新経済政策

・戦争需要による経済の発展と

その構造変化・農産物価格の騰

貴・生塵補助（特に肥料）・二二

支持・農業金融などの側面にお

ける畏政活動の新しく蒲も急速

な拡張及び農業生産に有瀦な自

然条件などがこれである。

　これらの条件の個々が新しい

技術の導入を刺戟するとともに

これを導入するのに十分な経済

力を農民に与えた。就中経済の

発展とその構造変化の影響が忘

れられない。即ちアメリカ経済

ほその経済成長の過程で農業か

ら多くの労働力を農外産業部門

に移し，農家の経済規模を急激

に拡大し，機械化による農業の

資本集約化を促進した。農場数

は急減し，経営規模は急激に拡

大した。統計ではその変化が特

に1940年代に顕著である。　（次

表参照）


